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助成事業者は、交付決定を受けた事業実施計画が完了（導入機器等の納品、助成対

象経費の支払、賃金引上げのすべてが完了）したときは、当該完了日から起算して１

月を経過する日又は翌会計年度の４月１０日のいずれか早い日までの間に、事業実績

報告書（様式第９号）に記載の書面を添えて所轄労働局長に同報告書を提出しなけれ

ばなりません。事業完了が予定期日より早まった場合には、実際に完了した日が完了

日になります。

また、事業実績報告書（様式第９号）とともに、支給申請書（様式第10号）も提出

してください。

様式第９号

➏

❶ 事業場の所在地、名称を記入
してください。交付決定を受けた
事業場が本店ではなく支店等
の場合は、企業名の後に支店
名等を記入してください。

❷ 法人の場合は代表権を有する
者の署名又は記名をしてくださ
い。

❸ 21ページを参考に、別紙１を
記入してください。

❹ 21ページを参考に、別紙２を
記入してください。

❺ 様式９号（事業実施報告
書）とともにこれらの書類を添
付してください。

➏ 消費税について税込で国庫補
助金所要額を算定した事業場
は、「消費税・地方消費税に係
る仕入控除税額」が確定する予
定時期を記入してください（国
庫補助金精算書（別紙１）参
照）。なお、税額の確定後は、
速やかに「消費税及び地方消費
税に係る仕入控除税額報告
書」（25ページ）をご提出くだ
さい。なお、税抜で報告される
場合は記載不要です。

➊

❷

❸

❹ ❺
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❶ 消費税は※３に基づき税抜か
税込どちらか選択した金額を記
入してください。

❷ 受入済の補助金（K）から所
要額（I）を差し引いた額
（▲）を記入してください。

❸ 該当する助成率に○をつけてく
ださい。

❹ 消費税について該当する方に
○をつけてください。

➊ ❷

❸

❹

様式第９号別紙１

➊ 法人の場合は、法人番号も記
入してください。

❷ 事業場内最低賃金を引上げ
る労働者だけでなく、引上げ対
象となる労働者も含めた全員
の人数を記入してください。
※雇用保険被保険者でない者
など、交付要綱第４条第２項
及び交付要領第２の４に規定
する「引上げ労働者数」に含ま
れない者は含みません。

❸ 計画に記入した労働者すべて
について記入するほか、交付申
請後、新たに雇い入れた労働
者についても、 「２⑥常時使用
する労働者の数」に含まれる労
働者として記入してください。

❷

➊

❸

様式第９号別紙２
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❹ 生産性向上、労働能率の増進に
資するものであることが分かるよう
数値等によりで具体的に記入してく
ださい。

❺ 左記の各事業（設備投資等の導
入）のうち、最も遅いものを記入し
てください。

❻ 各事業の費用の合計額を記入し
てください。税抜で報告される場合
は消費税を含めない金額としてくだ
さい。

❼ 「生産性向上等に資する設備投

資等」の合計額を記入してください。

別紙1「国庫補助金精算書」

（21ページ参照）の「A 総事業

費」と一致します。

❽ 欄外の※に基づき記入してくださ

い。

❾ 同一年度内に、同一の事業につい
て国、地方公共団体などの補助金
の申請、交付決定、支給を受けて
いる場合には、「有」に○をつけ、そ
の名称を記入してください。

❹

❾

❺

❻

❼

❽


